
施策コード 事業名称 部局名 所属名 ページ

61221 法令等整備事務 総務部 文書法制課 2

61222 一般統計事務 総務部 文書法制課 3

61222 調査員確保対策事業 総務部 文書法制課 4

62324 公文書保存・保管事務 総務部 文書法制課 5

62331 情報公開・個人情報保護・行政不服審査制度事務 総務部 文書法制課 6

69999 法令審査・争訟事務 総務部 文書法制課 7

69999 文書印刷事務 総務部 文書法制課 8

69999 文書郵送等事務 総務部 文書法制課 9

事務事業一覧表
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

件 達成率

目標

実績

達成率

例規集の更新件数が見込みを上回り，予算
を流用

書籍追録等の費用

松山市例規集（データ版）
の使用料

松山市例規集（データ版）
の更新費

1,210

7,273

3,102

・松山市例規集の編成等
・インターネットにより松山市例規集を広く
一般の利用に供する。

現状維持

松山市例規集の更新件数

139%

204

102%

200 200 200

278 例規の適切な更新ができている。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由 松山市例規集を適切に管理し、インターネットにより提供することができた。

課題 特になし。
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

適切に例規集の管理ができているため。

2.0 2.0

200
活動
指標

令和８年度

決算
（千円）

事業費計 11,130 12,741

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

特記
事項

その他

合計 3.5 2.0 2.0

正規職員 3.5

主な
取組
内容
【R6】

国費・県費

市債

（執行率） 95% 109%

その他

一般財源

11,663 11,729

国費・県費

一般財源

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費
(千円)
【R6
決算】

目的・背景

・松山市例規集を作成管理する。
・庁内ＬＡＮにより松山市例規集を全職員の利用に供する。
・松山市ホームページにより松山市例規集をインターネットで広く一般の利用に供する。
・インターネットの環境の整備に伴い、市民の利便性及び市職員の事務効率を向上させる。

対象・内容
・何人も利用可能
・松山市例規集（冊子版）の作製管理（配置、編成、校正、追録印刷等）
・松山市例規集（データ版）の管理（編成、校正、入力、システム管理）

一般会計 総務費 総務管理費 文書費

市債

その他

予算
（千円）

事業費計 11,700

主な取組 行政情報の発信 根拠
法令取組みの柱 広報活動の充実

市長公約
政策 市民参画を推進する

施策 市民参画による政策形成 － － － －

基本目標 市民とつくる自立したまち【自治・行政】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

事業名
法令等整備事務

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

1:直営
61221

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 総務部 文書法制課 法規担当 ９４８－６２３０
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

回 達成率

目標

実績

達成率

松山市統計書、松山市の人口動態を
作成し、統計情報を広く発信することが
できているため

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
各関係機関等からの統計情報の提供により、松山市統計書、松山市の人口動態を作成し、統計情報を広く発信することができている
ため。

課題 特になし
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

1 1

現状維持 100% 100%

令和８年度
目標の達成又は未達成要因の分析

（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

松山市統計書、松山市の
人口動態の作成

1 1 1 1
関係機関等からの統計情報の提供により
作成できた。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

特記
事項

その他 0.2

合計 1.0 1.0 1.3

100% 100%

正規職員 1.0 1.0 1.1

その他

一般財源 46 46

一般財源 46 46 46

決算
（千円）

事業費計 46 46

主な
取組
内容
【R6】

松山市統計書、松山市の人口動態の作成
各種統計資料の提供

国費・県費

市債

（執行率）

46

予算
（千円）

事業費計 46 46 106

国費・県費 60

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費
(千円)
【R6
決算】

愛媛県統計協会負担金

市債

その他

目的・背景
市の現状とこれまでの推移を明らかにするとともに、より多角的な分析が可能となるよう松山市の統計情報をとりまとめた基礎資料を作成し
提供する。

対象・内容

統計業務に関する種々の事業を行う。
松山市や各関係機関等の統計情報をとりまとめ、ホームページを通して広く発信する。
①松山市統計書
②松山市の人口動態

一般会計 総務費 統計調査費 統計調査総務費

主な取組 行政情報の発信 根拠
法令取組みの柱 市政情報の提供手段の充実

市長公約
政策 市民参画を推進する

施策 市民参画による政策形成 － － － －

基本目標 市民とつくる自立したまち【自治・行政】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

事業名
一般統計事務

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

1:直営
61222

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 総務部 文書法制課 統計担当 948-6209
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

人 達成率

目標

実績

達成率

調査実施時には必要な調査員数を確保で
きているため

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由 国が定める登録基準数を上回っており、調査実施時には必要な調査員数を確保できているため。

課題
登録調査員の高齢化に伴い、登録辞退者数に対し新規登録者数が少
ないため、減少傾向にある。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

858 851

現状維持 101% 100%

令和８年度
目標の達成又は未達成要因の分析

（令和6年度）目指す方向性

成果
指標

登録調査員数
850 850 850 850

目標は達成したが、登録調査員の高齢化に
伴う登録辞退者が多くなっている。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

特記
事項

その他 0.2 0.2

合計 0.3 0.3 0.0

72% 76%

正規職員 0.1 0.1

その他

一般財源

一般財源

決算
（千円）

事業費計 36 38

主な
取組
内容
【R6】

・ホームページを活用した調査員の募集
・調査員だより「あゆみ」の配布
・登録調査員への紹介依頼
・調査員研修（愛媛県統計協会主催）による
調査員の資質向上

国費・県費 36 38

市債

（執行率）

38

予算
（千円）

事業費計 50 50 0

国費・県費 50 50 0

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費
(千円)
【R6
決算】

調査員だより「あゆみ」
郵送料

市債

その他

目的・背景
国が実施する各種統計調査に際して、統計調査員の選任が困難な状況を改善するため、統計調査員として従事できる者を事前に登録し、
適任者を常時確保する。

対象・内容

統計調査員希望者の募集・登録を行い、登録した調査員の資質向上を図る。
①ホームページを活用した募集
②調査員からの推薦、紹介
③調査員だより「あゆみ」の配布
④調査員研修（愛媛県統計協会主催）

一般会計 総務費 統計調査総務費 統計調査総務費

主な取組 行政情報の発信 根拠
法令

愛媛県統計調査員確保対策事業委託要綱
取組みの柱 市政情報の提供手段の充実

市長公約
政策 市民参画を推進する

施策 市民参画による政策形成 － － － －

基本目標 市民とつくる自立したまち【自治・行政】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

事業名
調査員確保対策事業

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

1:直営
61222

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 総務部 文書法制課 統計担当 948-6209
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

回 達成率

目標

実績

％ 達成率

事業名
公文書保存・保管事務

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

1:直営
62324

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 総務部 文書法制課 文書担当 948-6251

市長公約
政策 地方分権社会を推進する

施策 行政情報の適正運用 － － － －

基本目標 市民とつくる自立したまち【自治・行政】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景
行政の透明性を確保し、効率的な行政運営を行うため、公文書を適切に管理する。
昭和37年10月に制定した松山市文書保存規則（規則第61号）に基づき、文書事務を適正かつ円滑に行うことを目的に開始した。
※現在は、松山市文書取扱規則（平成16年3月/規則第16号）による。

対象・内容

主として市長部局の公文書を対象とする。
（１）保存期間が満了した文書を廃棄し、新たに文書を書庫に引き継ぐ。
（２）書庫の維持管理
（３）文書管理システムの運用

一般会計 総務費 総務管理費 文書費

主な取組 行政サービスのデジタル化の推進 根拠
法令

公文書等の管理に関する法律第34条、松山市文書取扱規則
取組みの柱 行政手続きのオンライン化及びデジタルデバイド対策

1,346

予算
（千円）

事業費計 12,541 12,500 12,095

国費・県費

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費
(千円)
【R6
決算】

文書管理システム運用
支援業務の委託料

文書管理システムの
サーバーのリース料

8,988
市債

その他 793 793 723

一般財源 11,748 11,707 11,372

決算
（千円）

事業費計 11,202 11,521

主な
取組
内容
【R6】

・「文書事務の手引」の周知と運用
・保存文書のライフサイクル管理の周知

国費・県費

市債

（執行率） 89% 92%

正規職員 1.0 1.0 1.0

その他 793 794

一般財源 10,409 10,727

特記
事項

その他

合計 1.0 1.0 1.0

令和7年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

自己点検チェック・副部長
級職員検査実施

1 1 1 1
自己点検チェック及び副部長級職員検査を
実施することができたため

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

成果
指標

対象課等の不要文書削減
率（R3年度比）

30 45 60 60

1 1

現状維持 100% 100%

大幅な組織改正によって対象課以外の課
から業務が移管されたことや新規事業など
によって文書量が増加したため

36 38

累計で増 120% 84%

執務スペースの確保による職場環境の改
善のため、公文書のライフサイクル管理に
対する職員の意識向上が必要であるため

事業
評価

評価 一部の取組は期待した成果をあげられなかったが、全体としては概ね順調

理由
自己点検チェックシートの実施や副部長級等職員による実地検査、文書法制課職員による支援を行ったことによって、各課の所属長
及び課員の文書整理に対する意識向上が図られたが、目標の達成率が１００％を下回ったため

課題
引き続き、公文書のライフサイクル管理に対する職員の意識を向上さ
せ、執務室内等の文書整理を徹底し、執務スペースの確保による職場
環境の改善を目指す。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

ｊ
３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

回 達成率

目標

実績

達成率

62331

基本目標 市民とつくる自立したまち【自治・行政】

情報公開・個人情報保護・行政不服審査制度事務
事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

事業名
1:直営

一般会計

令和5年度 令和6年度 令和7年度 文書法制審議会委員の
委員報酬

事業費／財源

主な
経費
(千円)
【R6
決算】

予算
（千円）

各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

市債

その他 300 300 300

465
事業費計 472 473 476

国費・県費

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

総務部 文書法制課
情報公開担当
行政手続担当

948-6866
948-6945

部局等名

－

主な取組 情報公開・個人情報保護の推進 根拠
法令

松山市情報公開条例、個人情報の保護に関する法律、松山市
個人情報の保護に関する法律施行条例、行政不服審査法取組みの柱 情報公開制度の適正運用

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略 市長公約
政策 地方分権社会を推進する

施策 行政情報の適正運用 － － －

決算
（千円）

主な
取組
内容
【R6】

・松山市情報公開条例に基づく行政情報の
公開
・個人情報の保護に関する法律に基づく
本人に対する保有個人情報の開示と個人
情報の保護
・行政不服審査法に基づく不服申立制度の
運用

（執行率） 70% 120%

目的・背景
市が保有する行政情報を松山市情報公開条例に基づき、公開すること。
市が保有する個人情報を個人情報の保護に関する法律に基づき保護し、本人に開示すること。
行政不服審査法に基づき、不服申立制度の運用を行うこと。

対象・内容

（誰に対して）
情報公開、個人情報開示は何人でも請求できる。
審査請求は、行政庁（市長等）の処分に不服がある者がすることができる。
（何をするのか）
文書法制課で情報公開請求、個人情報開示請求を受け付ける。行政情報を保有する課が対象となる文書を特定し、法令に基づき公開、非公
開等を決定する。文書法制課で請求者に文書の写しなどを交付し、手数料を徴収する。
行政不服審査は、審理員や第三者機関の審理手続を経て裁決までの不服審査を行う。

総務費 総務管理費 文書費

その他 496 617

一般財源 -164 -49

国費・県費

正規職員 4.0 5.0 5.0
特記
事項

合計

市債

一般財源 172 173 176

事業費計 332 568

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

文書法制審議会の
開催回数

情報公開、個人情報保護及び行政不服
審査制度の運用状況を適切に報告できて
いる。

100% 100%

その他

4.0 5.0 5.0

現状維持

1 1 1 1

1 1

令和7年度 令和８年度種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度

関係法令に基づき適正に対応できて
おり、来年度以降も継続する。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
市が保有する行政情報の公開と個人情報の開示に適切に対応できた。
不服申立制度の適正な運用を行った。

課題 特になし
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

件 達成率

目標

実績

達成率

種類

令和6年度

総務部 文書法制課

活動
指標

事業費計

その他

一般財源

主な
取組
内容
【R6】

・例規等を適正に審査する。
・顧問弁護士と協議して争訟に適切に対応
する。
・研修等を通じて職員の法務能力を向上
させる。

正規職員 1.5

111%

例規の適正な審査ができている。

180

6,855 6,843

1.5

区分

2.0

2.0

特記
事項

主な
経費
(千円)
【R6
決算】

決算
（千円）

（執行率）

弁護士報酬

目的・背景

総合戦略 市長公約
基本目標

政策

施策

主な取組

取組みの柱

その他

その他

－

松山市法令審査委員会要綱

2,530

2,551

226

文書費一般会計 総務費

・市が制定する例規等を適正に審査する。
・市が当事者となる争訟に適切に対応する。
・職員の法務能力を向上させる。
・条例議案・規則・要綱・重要な契約の審査、市を当事者とする争訟について適切に対応する。

－ －

77%

－

市民とつくる自立したまち【自治・行政】

市債

旅費

国費・県費

市債

7,589 5,308

部局等名

弁護士委託料

９４８－６２３０法規担当

国費・県費

令和7年度

6,857

事業名

69999
1-1:自治事務（実施規定なし） 1:直営法令審査・争訟事務

事業
性質

事業
区分

・市が制定する例規等を適切に審査する。
・条例案について、法令審査委員会で審査する。
・市を当事者とする争訟について、顧問弁護士と協議し、適切に対応する。
・研修等を通じて職員の法務能力を向上させる。

総務管理費

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

令和5年度

予算
（千円）

事業費計

一般財源

その他

対象・内容

特になし。

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和８年度

2.0

261

145%

180 180 180

231

その他

その他

その他

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

例規の審査件数

128%

指標名

根拠
法令

各種
計画
該当

合計 2.0

事業費／財源

目指す方向性

現状維持

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

評価

理由

期待した成果をあげることができた。

例規等の審査、争訟対応、職員の法務能力向上の取組について、適切に実施することができた。

事業
評価

例規の適正な審査ができているため。課題
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

日 達成率

目標

実績

達成率

事業名
文書印刷事務

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

1:直営
69999

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 総務部 文書法制課 文書担当 948-6251

市長公約
政策 その他

施策 その他 － － － －

基本目標 市民とつくる自立したまち【自治・行政】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景
各課の職員が行う印刷や製本などの作業に、迅速かつ柔軟に対応する。
各課の職員が印刷に迅速かつ柔軟に対応できるよう、本庁舎内に印刷機等を設置した。

対象・内容
全庁の職員を対象とする。
（１）複合機の設置・管理
（２）印刷室（プリントルーム）の運営

一般会計 総務費 総務管理費 文書費

主な取組 その他 根拠
法令取組みの柱 その他

572

予算
（千円）

事業費計 6,276 1,982 1,830

国費・県費

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費
(千円)
【R6
決算】

庁内プリントルーム等の
消耗品費

カラ－大判複合機の
賃借料

244
市債

その他

一般財源 6,276 1,982 1,830

決算
（千円）

事業費計 5,396 889

主な
取組
内容
【R6】

・複合機及びプリントルーム設置機器の
管理

国費・県費

市債

（執行率） 86% 45%

正規職員 1.0 1.0 1.0

その他

一般財源 5,396 889

特記
事項

その他

合計 1.0 1.0 1.0

令和８年度
目標の達成又は未達成要因の分析

（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

プリントルーム解放日数
243 243 242 241

各課からの要望に応じてプリントルームを
開放するとともに、必要に応じて機器の操
作方法を助言することができた。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

243 243

現状維持 100% 100%

今後もプリントルームの適正な運営を行っ
ていく必要があるため

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
プリントルームに設置している大型複合機、カラー複合機、モノクロ複合機、印刷機、電動紙折機、製本機、断裁機などの機器を随時
利用できる状態にメンテナンスし、各課の印刷需要に対応することができたため

課題
引き続きプリントルームの機器の適切な管理を行い、老朽化した場合
には更新していく必要がある。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

件 達成率

目標

実績

達成率

事業名
文書郵送等事務

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

1:直営
69999

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 総務部 文書法制課 文書担当 948-6251

市長公約
政策 その他

施策 その他 － － － －

基本目標 市民とつくる自立したまち【自治・行政】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景

市から発送する郵便や小包等について、郵便割引制度の活用や入札によって経費節減に努める。
本庁と出先機関等の間の文書の集配業務を専門業者に外部委託し、経費を節減するとともに安全かつ確実な送達を行う。
庁内の郵便物等の収受や発送をとりまとめることで業務を効率的に行うため、また、支所などで受け付けた市民からの申請書等を速やかに
担当課に届け、迅速な処理を行うために開始した。

対象・内容

松山市役所宛てに届く郵便物等と、松山市役所から発送する郵便物等を対象とする。
（１）松山市役所宛ての郵便物等の収受・配布
（２）松山市役所から発送する郵便物等の集計・差出
（３）松山市役所本庁と出先機関等の間の文書・物品の集配業務委託

一般会計 総務費 総務管理費 文書費

主な取組 その他 根拠
法令取組みの柱 その他

3,404

予算
（千円）

事業費計 18,430 18,759 20,073

国費・県費

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費
(千円)
【R6
決算】

郵送料等の通信運搬費

文書集配業務の委託料 9,825
市債

その他 54 54 110

一般財源 18,376 18,705 19,963

決算
（千円）

事業費計 13,152 13,314

主な
取組
内容
【R6】

・郵便、小包・メール便の差出
・本庁と出先機関等の間の文書等集配業務
委託

国費・県費

市債

（執行率） 71% 71%

正規職員 2.0 2.0 2.0

その他 54 55

一般財源 13,098 13,259

特記
事項

その他 4.0 5.0 5.0

合計 6.0 7.0 7.0

令和8年度
目標の達成又は未達成要因の分析

（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

集配件数
243 243 242 241

本庁と出先機関等の間の文書等集配を
予定どおり実施できた。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

243 242

現状維持 100% 100%

本庁と出先機関等の間の文書等集配業務
を安全かつ確実に実施できているため

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由 本庁と出先機関等の間の文書等集配業務を滞りなく行うことができたため

課題 特になし。
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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